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【事例３】贈与税の配偶者控除の特例（暦年課税）を適用する場合

 私は、夫から居住している家屋とその敷地の贈与を受けました。なお、婚姻届を提出してから 20
年以上経過しており、贈与を受けた家屋とその敷地に今後も居住する予定です。贈与税の配偶者控
除の特例（注１）の適用を受けます。また、夫は直系尊属ではありませんので、「一般税率」（注２）を適
用して暦年課税により申告します。 
（注）１ 特例の概要については、61 ページを参照してください。 

２ 「一般税率」については、２ページを参照してください。 

※ 平成 27 年分の贈与税の申告書に個人番号（12 桁）の記載は不要です。 
  社会保障・税番号制度については、この「贈与税の申告のしかた」の裏表紙をご覧ください。 

記入漏れが多い

箇所ですので注

意してください。

□にレ印を記入

します。 

配偶者控除の対

象となる「居住用

不動産の価額」

と「贈与を受けた

金銭のうち居住

用不動産の取得

に充てた部分の

金額」の合計額

を記入します。

配偶者控除の金

額を記入します

（左の合計額を

記 入 しますが、

2,000 万円を超

え る 場 合 に は

2,000 万 円 と 記

入します。）。 

相続時精算課税

に係る贈与財産

がない場合には

記入する必要は

ありません。 

暦年課税による
贈与税額の計算
に 当 た っ て は 、
82、83 ページの
「贈与税（暦年課
税）の税額の計
算明細」を活用く
ださい。 
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 このチェックシートは、平成 27 年中に贈与を受けた財産に対して配偶者控除（2,000 万円控除）の特例を適用する

ことができるかどうかについて主なチェック項目を示したものです。この回答欄の左側のみに○がある場合には、

原則としてこの特例の適用を受けることができます。 

 

1 贈与者はあなたの配偶者（夫又は妻）ですか。 は い いいえ

2 婚姻の届出をした日から贈与を受けた日までの期間は 20 年以上ですか。 は い いいえ

3 これまでに、この特例の適用を受けたことがありますか。 
は い 

 
いいえ 

4 
【3 で「はい」と回答した人のみ記入してください。】 

前回、この特例の適用を受けたときの贈与者と今回の贈与者は同じですか。 
いいえ は い

5 贈与を受けた財産は不動産（土地等・家屋）又は金銭ですか。 は い いいえ

6 
【贈与を受けた財産のうちに不動産がある人のみ記入してください。】 

その不動産は、国内にある不動産ですか。 
は い いいえ

7 

【贈与を受けた財産のうちに金銭がある人のみ記入してください。】 

その金銭を平成28年 3月 15日までに国内にある居住用の不動産の取得に充てます

か。 

は い いいえ

8 
6 又は 7 の不動産に現在居住していますか。又は平成 28 年 3 月 15 日までに居住す

る見込みですか。 
は い いいえ

9 今後引き続きこの不動産に居住する予定ですか。 は い いいえ
 

  

 

 

この贈与税の配偶者控除の特例の適用を受ける場合には、贈与税の申告書等に、次の表に掲げる書類

を添付して提出しなければなりません。 

添 付 書 類 

1 
受贈者の戸籍の謄本又は抄本（居住用不動産又は金銭の贈与を受けた日から 10 日を経過した日以後に作成された

ものに限ります。） 

2 
受贈者の戸籍の附票の写し（居住用不動産又は金銭の贈与を受けた日から 10 日を経過した日以後に作成されたも

のに限ります。） 

3 控除の対象となった居住用不動産に関する登記事項証明書 

4 

受贈者の住民票の写し（控除の対象となった居住用不動産を居住の用に供した日以後に作成されたものに限りま

す。） 

（注） 上記 2 の戸籍の附票の写しに記載されている受贈者の住所が、贈与税の配偶者控除の特例の対象となっ

た居住用不動産の所在場所である場合には、住民票の写しを提出する必要はありません。 

 

 

  

平成 27 年分 贈与税の配偶者控除の特例のチェックシート 

該当する回答を○で囲んでください。

贈与税の配偶者控除の特例の添付書類 

事
例
３ 


